
施策名 課題等 主な取組 《》内はコロナの影響 総合評価

①子育て支
援の充実

・待機児童の解消が図られていな
い

・実際に持つ子どもの数が少ない
理由に、経済的な理由が最も多
く挙げられている

○認定こども園等整備費用に対する助成
○子育て世帯の負担軽減等による支援
○保育士等キャリアアップ研修への支援
○医療的ケア児を受け入れる体制整備に
要する費用への支援

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

②就業環境
の整備

・人口減少や少子高齢化の進行
・仕事と家庭の両立支援、女性が
活躍できる職場環境整備が重要

・企業、働き手双方への効果的な
支援施策の推進が必要

○仕事と家庭を考えるシンポジウムの開催
○出産・育児・介護に関する支援制度等を
紹介する両立支援ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸの作成、配布

○働き方改革推進企業認定制度や女性の活
躍推進に取り組む企業への表彰

《シンポジウムの中止等》

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

③北国らし
い個性豊
かで活力
のある住
まい・ま
ちづくり
の推進

・子育て支援などに対応した道営
住宅の整備を推進することが必
要

○子育て支援などの地域課題・広域的な需
要に対応した公営住宅整備の推進

概ね順調
に展開

④小児・周
産期医療
体制の確
保

・小児救急医療提供体制の充実な
ど、子育て中の医療面での不安
に対応できる環境づくりを推進
する必要

○保護者等の不安軽減や時間外受診の緩和
を図るため、小児救急電話相談を実施

○初期から三次救急医療に至る体系的な医
療提供体制の充実

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

⑤地域医療
の確保

・身近な地域での支援体制の整備
が求められる

・迅速な救急搬送体制が必要
・災害の種類や規模に応じて医療
資源を有効に活用する必要

○道の救急医療体制の現状や課題等につい
て、協議・検討

○地域の救急医療体制の情報共有や連携
○災害医療体制について、関係機関と連携
の構築

効果的な
取組を検
討し引き
続き推進

安心して子育てできる
社会の形成

②就業環境の整備
（経済部）

④小児・周産期
医療体制の確保
（保健福祉部）

⑤地域医療の確保
（保健福祉部）

③北国らしい個性豊か
で活力のある住まい・
まちづくりの推進

（建設部）

①子育て支援の
充実

（保健福祉部）

待機児童解
消、経済的
負担軽減

仕事と家庭
の両立支援

救急医療体
制の充実

公営住宅の
供給

医療面で
の不安に
対応でき
る環境づ
くり

施策間連携

【政策の方向性と施策の関係】

1 分 野：生活・安心

(1)  政 策 の 柱：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進

B    政策の方向性：安心して子育てできる社会の形成

<総合計画施策推進状況>【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】（※）はコロナの影響等があった施策

（※）

（※）

（※）

男女平等参画社会の
実現

（環境生活部）

施策間連携

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0514PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0402PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0405PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0801PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0403PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R2kihonchousyo/check/0312PDC.pdf


住宅及び多数利用建築物の耐震化率（施策⑤）

【関連指標】

<総合計画施策推進状況>

【総合計画の指標】

(％)

【ほか４つの関連指標】

1 分 野：生活・安心

(1)  政 策 の 柱：安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進

B    政策の方向性：安心して子育てできる社会の形成

保育所入所待機児童数(人）(施策①)

地方における保育
士不足により、定
員まで子どもを受
け入れられない保
育所があるほか、
幼児教育・保育無
償化（R1.10～）の
影響で保育所の申
込者数が増加する
等により、目標達
成に至らなかった

(人)

129
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H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

幼児教育・保
育無償化
（R1.10～）
により、世帯
の負担が軽減
された効果が
表れ、目標達
成

理想とする子どもの数を持てない理由として
「子育てや教育にお金がかかりすぎるから」と
考える人の割合（％）（施策①）

(％)
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H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

子育て支援に配慮した公営住宅などを供給して
いる市町村数の割合（施策③）

道では道営住
宅において、
子育て支援に
配慮した公営
住宅の供給を
進め、市町村
の取組を促進
しており、順
調に増加

(％)

26.8
30.7

33.5
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30.3

33.1

35.9
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40

H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

市町村子ど
も・子育て
支援事業支
援計画に基
づき計画的
に整備が実
施されたこ
とで目標達
成

認定こども園設置数（施策①）

(設置数)

284
345

414
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283 298
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200
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H29 H30 R1 R2

実績値 目標値

地方における
ファミリーサ
ポートセン
ターの担い手
不足により目
標値を達成で
きていない

ファミリーサポートセンターを設置している市
町村数（施策①）

(市町村数)

61 65 6560 64
76
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50

100

H29 H30 R1

実績値 目標値

小児二次救急を
担う関係機関に
対し、費用の助
成をしており、
道内２１の全て
の第二次医療圏
で小児二次救急
医療体制が確保

小児二次救急医療体制が確保されている第二次
医療圏数（医療圏）（施策④）

(圏数)

21 21 2121 21 21 21
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実績値 目標値

小児科医の養成支
援などの取組によ
りH28から微増し
ているものの、全
人口に占める15
歳未満の人口比率
が全国と比較して
少なく、医師の確
保に影響

小児科医師数（小児人口１万人当たり）(暦年）
（施策④⑤）

16.1
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実績値 目標値

(人)

全国水準

魅力的なイン
センティブに
より特に建設
業の認定が増
加。また、制
度の普及啓発
に努めたこと
から、登録数
が順調に増加

北海道働き方改革推進企業認定数（施策②）

(企業)

500
487 500

550

450

500

550

600

H29 R1 R2

実績値 目標値


